
 

 

 

市立島田市民病院低入札価格調査制度による調査等実施要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、市立島田市民病院における建設工事又は製造の請負契約（以下

「契約」という｡)に係る一般競争入札及び指名競争入札（以下「競争入札」とい

う｡)に関し、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号。以下「政令」という｡)第

167 条の 10 第１項及び第 167 条の 10 の２第２項（政令第 167 条の 13 において準

用する場合を含む｡)に規定する「当該契約の内容に適合した履行がされないおそれ

があると認めるとき」に基づく調査（以下「低入札価格調査」という｡)における手

続その他の必要な事務取扱に関する事項を定めるものとする。 

 

 （対象とする契約） 

第２条 この要領の対象とする契約は、市立島田市民病院が競争入札により発注しよ

うとする設計価格５千万円以上の建設工事を対象とする。 

 

 （調査基準価格の算定方法） 

第３条 低入札価格調査を行う場合の基準となる価格（以下「調査基準価格」とい 

う｡)は、当該工事に係る予定価格算出の基礎となった次に掲げる額の合計額に100

分の108を乗じて得た額とする。ただし、その額が予定価格に10分の９を乗じて得

た額を超える場合にあっては予定価格に10分の９を乗じて得た額とし、予定価格に

10分の７を乗じた額に満たない場合にあっては予定価格に10分の７を乗じて得た額

とする。 

⑴ 直接工事費の額に 10 分の 9.7 を乗じて得た額 

⑵ 共通仮設費の額に 10 分の９を乗じて得た額 

⑶ 現場管理費の額に 10 分の９を乗じて得た額 

⑷ 一般管理費の額に 10 分の 5.5 を乗じて得た額 

２ 前項の規定にかかわらず、特に必要があると認めるときは、調査基準価格を予定

価格に 10 分の７から 10 分の９までの範囲内における適宜の割合を乗じて得た額と

することができる。 

 

 （入札参加者への周知） 

第４条 入札参加者には、一般競争入札については入札公告において、指名競争入札

については指名通知書等において、調査基準価格を設けていることを周知する。 

 

 （予定価格表への記載） 

第５条 調査基準価格を設けたときは、当該調査基準価格を予定価格表に記載するも

のとする。 

 



 

 

（開札時の簡易審査） 

第６条 開札の結果、調査基準価格を下回った入札をした者（以下「調査対象者」と

いう｡)があった場合、入札事務執行者は、次項に定める方法により簡易審査を行う｡ 

２ 簡易審査は、当該対象工事における予定価格の制限の範囲内で有効な者が３者以

上ある場合に実施し、有効な入札価格の平均額に 10 分の９を乗じて得た額以上で

あれば落札者と決定する。 

３ 前２項の規定にかかわらず、当該工事について島田市病院事業管理者が特に必要

があると認める場合は、簡易審査を行わないことができる。 

 

 （落札の保留） 

第７条 入札の結果、簡易審査による落札者がいなかった場合及び簡易審査を行わな

かった場合、入札執行者は入札参加者に対し、落札決定の保留及び次条の規定によ

る低入札価格調査を実施する旨を宣言するものとする。 

 

 （低入札価格調査） 

第８条 低入札価格調査は、調査対象者に対して、当該調査対象者の入札した価格に

よって契約の内容に適合した履行がされるか否かについて調査する。 

２ 前項の調査は、病院総務課長及び工事主管課長のほか、病院総務課長が必要と認

める職員により行うものとする。 

３ 病院総務課長は、次に掲げる事項について、調査対象者から資料の提出を求める

ものとする。 

⑴ その価格により入札した理由 

⑵ 入札金額の積算内訳書 

⑶ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近及び関連工事、施工中の低入札価格調査

対象工事、他機関の工事も含む） 

⑷ 契約対象工事の実施場所と入札者の事業所・倉庫類との関連（地理的条件） 

⑸ 手持資材の状況 

⑹ 資材購入先及び購入先と調査対象者との関係 

⑺ 手持機械数の状況 

⑻ 労務者の具体的供給見通し 

⑼ 下請契約予定者 

⑽ 配置予定技術者 

⑾ 過去に施工した公共性のある工事名及び発注者、成績状況 

⑿ 建設副産物の搬出地 

⒀ 経営状況（最新の決算、賃借対照表及び損益計算書） 

⒁ 信用状況（建設業法違反の有無、賃金不払の状況、下請代金の支払遅延状況

等） 

⒂ その他必要な事項 

４ 調査は、調査対象者のうち最低の価格をもって入札した者のほか、調査基準価格



 

 

を下回った複数の者について並行して行うことができる。 

 

 （適合した履行がされると認められる場合の措置） 

第９条 病院総務課長は、調査の結果、調査対象者が行った入札価格により契約の内

容に適合した履行がされると認めるときは、調査対象者を落札者と決定し、直ちに

その旨を通知するとともに、その他の入札者に対して入札の結果を通知するものと

する。 

 

 （適合した履行がされないおそれがあると認められる場合の措置） 

第10条 病院総務課長は、調査の結果、調査対象者がした入札価格によっては契約の

内容に適合した履行がされないおそれがあると認めるものであった場合は、その者

を落札者とせずに、次順位者を落札者として決定する。この場合において、次順位

者が調査基準価格を下回る入札者であった場合には、当該次順位者について改めて

低入札価格調査を行うものとする。 

２ 前項の規定により、次順位者を落札者と決定したときは、調査対象者に対しては

落札者としない旨を通知し、次順位者に対しては落札者となった旨を通知するとと

もに、その他の入札者に対して入札の結果を通知するものとする。 

３ 第１項の調査対象者又は前項の次順位者が複数ある場合、落札者の決定は抽選に

よるものとする。 

４ 調査の結果、調査対象者のすべてが失格となった場合は、調査対象者を除く有効

な入札を行った者のうち予定価格の制限の範囲内の価格の入札を行った者を落札者

として決定し、落札者となる者がいないときは、有効な入札を行った者で再度の入

札を開始する旨を入札参加者に通知する。ただし、有効な入札をした者がいないと

き、又は予め定めた入札回数に達しているときは、当該入札を不調として終了し、

入札参加者に通知する。 

５ 前項ただし書き（あらかじめ定めた入札回数に達していた時に限る。）の規定に

かかわらず、当該入札公告において随意契約に移行する旨の規定がある場合は、そ

の規定に基づき随意契約により契約することができるものとする。 

 

（契約しない場合の判断基準） 

第11条 次の各号のいずれかに該当する場合は、契約の内容に適合した履行がされな

いおそれがあると認められる場合に該当するものとする。 

⑴ 指定した期日までに調査資料が提出されない場合 

⑵ 工事費内訳書の工事価格と入札価格が一致していない場合 

⑶ 下請予定業者からの聞取り調査の結果と下請見積書等の金額が一致していない

場合 

⑷ 設計図書に計上した設計数量を満たしていない場合 

⑸ 安全管理体制が十分確保できるための安全費等が適正に計上されていない場合 

⑹ 材料や製品の品質・規格が、設計仕様に適合しない場合 



 

 

⑺ 作業効率等が施工不可能なものである場合 

⑻ 建設副産物の処理方法や処理費用が適正でない場合 

⑼ 上記のほか、適正な工事の履行がなされないおそれがあると認められる場合 

 

（落札者決定等の通知方法） 

第12条 この要領に基づく入札参加者に対する落札者の決定等の通知は、電子入札に

よる場合は、電子入札システムにより行い、紙入札による場合は、書面により行う

ものとする。 

 

 （契約保証金） 

第13条 調査対象者（簡易審査により落札者と決定した者を除く。）が落札者となっ

た場合における契約保証金は、契約金額の10分の３以上とする。 

 

 （監督体制の強化等） 

第14条 調査対象者と契約締結をした場合においては、次に掲げる措置をとるものと

する。 

⑴ 施工体制台帳、下請負人通知書の内容のヒアリング 

請負業者から提出された施工体制台帳及び下請負人通知書の内容についてヒア

リングを行うものとする。この際、低入札調査時の下請業者見積書と異なる下請

業者または金額の下請契約については、理由を求め、合理的理由がない場合は総

括監督員と協議し、工事成績を減点するものとする。 

⑵ 施工計画書の内容のヒアリング 

当該工事の主管課長は、仕様書に基づき施工計画書を提出させるに際して必要

があると認めるときは、請負業者から、その内容についてヒアリングを行うもの

とする。 

⑶ 重点的な監督業務の実施 

監督員は、当該工事にかかる監督業務において、段階確認、施工の検査等を実

施するに当たっては、立会することを原則として、入念に行うものとする。 

また、あらかじめ提出された施工体制台帳及び施工計画書等の記載に沿った施

工が実施されているかどうかの確認を併せて行うものとし、実際の施工が記載内

容と異なるときは、その理由を現場代理人等から詳細に聴くものとする。 

⑷ 労働安全担当機関との連携 

当該工事主管課長は、安全な施工の確保及び労働者への適正な賃金支払の確保

の観点から必要があると認められるときは、労働基準監督署の協力を得て、施工

現場の調査を行うものとする。 

⑸ 厳格な検査の実施 

検査は、厳格に行うものとする。 

 

 



 

 

 （その他） 

第15条 この要領に定めるもののほか、低入札調査に関し必要な事項は、島田市病院

事業管理者が定める。 

 

附 則 

この要領は、平成 29 年９月 20 日から施行する。   

 


